

























































































（ 2 ・ 完）」 法 学 論 叢（福 岡 大 学）46巻 2 ＝ 3 ＝ 4 号331頁、47巻 3 ＝ 4 号589頁
（2002）、鳥山泰志「順位昇進原則の立法論・解釈論上の意義」法学新法122巻 1 ＝
2 号593頁（2015）などがある。



























































































































































準則については、わが国でも特に UCC 第 9 編との関係で研究が進められてきた。
小山泰史『流動財産担保論』14頁（2009（初出1992））、藤沢治奈「アメリカ動産担






































































1909）; Edgar Logan, New York Mortgages and the Recording Acts, 6 COLUM.L.REV. 
547 （1906）. なお、マサチューセッツ州についての先行研究として、金山正信「ア































度（ 1 ）（ 2 ・完）」法学（東北大）46巻 2 号76頁 / 3 号24頁（1982）参照。
































































ける先行研究に、海原文雄「譲渡抵当受戻権についての再考」金沢法学 7 巻 2 号
166頁（1962）178頁。










































































































































　本件では、相続財産を所有する妻 A が、Y 1 のために本件土地にモー
ゲージを設定していたが、夫 Y 2 と結婚後、相続可能な子 B が生まれた
後に死亡し、その後すぐに子 B も死亡したことから、妻の妹 X が A と B
を相続した。X が、（Y 1 および Y 2 を被告として）目的不動産についての
鰥夫産権の不存在を主張した事案である。本件では、上記要件①～③には







生じないとして、Y 2 を敗訴させた。Y 2 が大法官に上訴したのが本件で
ある。




































































































































































24　　早法 92 巻 1 号（2016）
ル理論でも、モーゲージ権者に優先弁済的機能があることは否定するわけ































































（40）　See, William H. Lloyd, The Mortgage Theory of Pennsylvania, 73 U. PA L. 





















































にモーゲージを設定していたが、A 死亡後、妻 B が婚姻契約に基づく判
決債権者となり、目的不動産に対する強制執行を行った。目的不動産は、
一旦子 C が競売を介して買い受け、その後、債務の整理のために、モー
ゲージ権者 Y に譲渡された。一方で、亡 A は目的不動産を子 X 1 に遺贈





28　　早法 92 巻 1 号（2016）
上の受戻権に過ぎず、A の判決債権者にあたる B がしたエクイティ上の
受戻権を対象とする強制執行は無効である。それゆえに、Y が C から有
効にエクイティ上の受戻権を譲り受けた事実はなく（それゆえ Y のもとで





















































































（46）　See, TURNER, supra note 21, at 100─01; William F. Walsh, Development of the 










　① X 1 （モーゲージ権者）は、A（設定者）に対する土地の与信売買を行
い、土地上にモーゲージの設定を受けていた（1806年 5 月12日）。②1806年
5 月14日の判決に基づく X 1 の判決債権者 B が、（X 1 が保有する債務不履
行後・フォークロージャー前のモーゲージへの）強制執行をして、1807年 5
月20日に執行官が Y にディードを交付した。





















































うなものであった。①1801年 8 月 5 日に、不動産所有者 A に対する債権
者 B が勝訴し、ドケッティングが行われた。② A が不動産上に C のため
のモーゲージを設定し、1802年 4 月17日に登記がなされた。③1805年 3 月
28日、C が Y に、目的不動産の賃貸する旨の処分（10年間の物的賃借権の
設定）をなした。（おそらく、実行を前提とした処分であったものと思われる。）
④1806年 9 月28日、上記①の判決に基づく強制執行が行われ、翌年 3 月10
日、競売における買受人 X にシェリフからディードが交付された。














































































フォークロージャーが裁判所によって排除された。翌月、Y は、X 1 に対
する金銭判決を得て、強制執行として不動産（およびその他の財産）を競
売に付し、改めて自ら買受人となった。






36　　早法 92 巻 1 号（2016）
の結果として既にタイトルを取得している旨を主張した。第 1 審（Special 




が無効となった結果 X 1 が維持していたことになる）エクイティ上の受戻権















































































































































































































































































































































Property Actions and Proceedings Law） 1311条である （施行は1963年 9 月 1 日）。
RPAPL§1311 必要的被告（Necessary defendants）
　以下に掲げる者はそれぞれ、原告のリーエンに服し劣後すると主張されて
い る 権 利 の 保 有 者 と し て、 フ ォ ー ク ロ ー ジ ャ ー 訴 訟 の 被 告（a party 
defendant to the action）にされねばならない。
　 1 ．訴訟において特定の不動産権の決定があった後、当該目的不動産上に





































































ける建築請負報酬債権の担保方法」早稲田法学75巻 4 号472頁、76巻 1 号31頁、2 号
149頁、 4 号51頁（2000─01）。
































































































































54　　早法 92 巻 1 号（2016）
1 回ずつ 4 週間連続の広告を要し、この場合には、最初の広告が出された
日の後28日目以降、35日目以前に競売が行われねばならないとされる。た
だし、「少なくとも（at least）、週に 2 回 3 週間連続の広告による」ことも
可能であり、この場合には、最初に広告が出された日の後21日目以降28日
目以前に競売が行われねばならないとされる（RPAPL§231 （2） （a））。
　加えて、競売物件が、（少なくとも）完全に市街地の外（wholly outside 
the city）に位置する場合には、競売予定日の28日以上前に、当該不動産
が属する都市（ないし、遠隔都市で競売が開催される場合にはその開催都市）
の公共の場所 3 箇所以上への、競売通知書の貼付が要求される（RPAPL
§231 （3））。判例には、都市とその外にまたがる不動産についても、この規
定の適用を除外しなかったものがあり、その意味で、部分的にでも市外に
位置する不動産については、公共の場所での通知の貼付が必要であると解
されている
（73）
。
　なお、当初の競売予定日からの変更に関して、次のような規定がある。
官吏が広告どおりの競売が予定されていた日時・場所に現れなかった場合
には、フォークロージャー訴訟の原告代理人たる弁護士が 4 週間を超えな
い範囲で、競売の延期をすることができる。この場合には、延期期間内に
当該弁護士が裁判所に別の審理人の選任を申立てることになる。また、延
期期日が決まった場合には、少なくともその期日の 3 日前までに、当初予
定されていた競売についてと同様の広告ないし貼付を要する（RPAPL
§231 （3）））。
が、日刊、ないし、隔週刊、三週に一度の新聞が発行されている市か法人格ある地
方公共団体に所在する場合、それらの（市ないし地方公共団体で発行されている）
新聞で通知の広告をすることができる。また、ニューヨーク市内の地域にあたる郡
に所在する場合には、広告は、郡において発行されている日刊紙か、ニューヨーク
市ないし法人格ある地方公共団体において発行されている週刊紙のいずれかでなさ
れねばならない。」（以下、省略）
（73）　DRUSSEL, supra note 71, §36: 13, n18; Home & City Savings bank v. Ritter, 597 
N.Y.S. 2d 475 （NY App. Div. 1993）.
